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1．問題関心と課題の設定
1.1．本稿の課題と調査の概要
本稿では，滋賀県守山市において身近な水環境保全に取り組む NPO法人「びわこ豊穣の郷」（以
下「びわこ豊穣の郷」）の会員へのアンケート調査の結果をもとに，地域環境 NPOの会員構成の
変化について検討を行う *1。これまで，NPO研究においては，ボランティアマネジメントやボラ
ンティアの人的資源管理についての研究が進められてきている（川口・田尾・新川編，2005；桜
井，2007）。「ボランティアの活動をどのように組織の成果に結びつけるか」「ボランティアの意
欲を活かすため，どのように適材適所に配置するか」ということが問題関心となってきた。一方，
「NPO・ボランティア団体の会員は，どのような人たちなのか」という会員構成やその変化に焦
点をあてた研究は比較的少ない *2。従来の研究では，環境 NPOやボランティア団体の参加者とし
て，「専業主婦的な女性」「退職者」「学生」や，現役世代では比較的時間の都合がつきやすい「公
務員」「教員」「自営業者」等が想定されてきている（長谷川，2000：179-180）が，実際の会員
構成やその変化については，明らかとなっていないところが多く，実証的な分析が必要であろう。
筆者らは，1999 年／ 2007 年／ 2015 年の 3回にわたって，「びわこ豊穣の郷」の会員（1999 年
当時は「豊穣の郷赤野井湾流域協議会」の会員）を対象として，郵送法によるアンケート調査を
実施してきている（表 1）。*3
*1　里中河川の整備など身近な地域の環境保全に取り組む NPO・ボランティア団体を地域環境 NPOと
呼ぶ。地域環境 NPOの代表例としては，源兵衛川の再生で有名な静岡県三島市の「グラウンドワーク三
島」（渡辺，2005）や霞ヶ浦を中心に活動を行う「アサザ基金」（飯島，2003）などがあげられよう。地
域環境 NPOには，地域資源保全主体（本田，2013）である自治会・町内会等と同様に，水環境に直接的
に働きかけ，その維持・管理を行うとともに，一般市民への啓発や環境教育，さらには，地域社会の様々
な主体間の調整役（山添・野田，2009）としての役割も期待されている。
*2　NPO・ボランティア参加に関する研究においては，「どのような要因が住民／市民の NPO・ボランティ
ア団体への参加を促進するのか」という「参加の規定要因」に関する研究が行われてきている（宍戸，
2008；奥山，2009 等）。一方，新井（2004）においては，里山保全に取り組む地域環境 NPOの会員への
アンケート調査が行われているが，このような調査・研究は比較的少ない。
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調査対象者数（会員数）は，減少傾向にあるものの 300 人台で推移しており，すべての調査に
おいて，回答者数は 200 人台となっており，回収率は 50％を上回っている。
1999 年調査においては，主として環境ボランティアの「参加の規定要因」等（野田他，2000；
塚本他，2002；塚本他，2004）について，2007 年調査においては，主として地域環境 NPO会員
の「参加の様態」等（山添他，2008；霜浦他，2009；山添他，2012a；山添他，2012b；山添他，
2014）について分析を行ってきたが，本稿では，1999 年／ 2007 年／ 2015 年という 3つの調査
の経年比較を行う *4 *5。会員の社会的属性と社会的ネットワークの単純集計結果の経年比較をもと
に，会員構成の変化について検討し，今後，より詳細な分析を行うための予備的な考察を目的と
する。
1.2．NPO法人「びわこ豊穣の郷」の概要
「びわこ豊穣の郷」は，琵琶湖赤野井湾流域の保全を目的に，滋賀県エコライフ推進課および
守山市の働きかけにより，1996 年 9 月に地域住民，企業，団体の参加によって，「豊穣の郷赤野
井湾流域協議会」として発足した団体である。「びわこ豊穣の郷」は，「ゲンジボタルが乱舞する
故郷の再現」「琵琶湖とシジミに親しむ湖辺の再現」を目標として掲げ，守山市内を流れる水路・
河川を主な対象として活動を行っている（表 2）*6。
*3　1999 年調査については，地域環境社会学研究会（研究代表者：野田浩資）と滋賀県琵琶湖研究所（調
査当時）との共同で実施した。2007 年調査および 2015 年調査については，地域環境社会学研究会と「び
わこ豊穣の郷」との共同で実施した。なお，2015 年調査においては，2014 年の認定 NPO法人化により，
賛助会員制が導入されたことから，会員数には，賛助会員が含まれている。
*4　1999 年調査の分析結果については，野田他（2000），塚本他（2002），塚本他（2004）を参照。2007
年調査の分析結果については，山添他（2008），霜浦他（2009），山添他（2012a），山添他（2012b），山
添他（2014）を参照。1999 年調査と 2007 年調査の比較分析については，山添他（2015）を参照。2007
年調査の調査票については，野田編（2009）を参照。
*5　1999 年調査の結果については，設立当初の会員構成を示しているものと考えられ，2007 年調査の結
果については，NPO法人化による会員構成の変化を示しているものと考えられる。また，2015 年調査の
結果については，賛助会員制が導入された認定 NPO法人化後の会員構成を示しているものと考えられる。
「びわこ豊穣の郷」においては，これらの 3時点を比較することにより，会員構成の変化を的確に捉える
ことができると考えられる。
*6　「びわこ豊穣の郷」の詳細については，霜浦他（2002），野田（2007），霜浦他（2009），野田編（2009）
等を参照。
表 1　会員アンケート調査の概要
1999 年調査 2007 年調査 2015 年調査
調査対象者数
（会員数） 392 人 363 人 324 人
回答者数 203 人 228 人 223 人
回収率 51.8％ 62.8％ 68.8％
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「びわこ豊穣の郷」は，1996 年の設立以降，約 20 年間にわたり，継続的に活動に取り組み，
水環境への直接的な働きかけだけでなく，一般市民への啓発や環境教育，さらには，地域社会の
多様な主体との連携へとその活動の範囲を広げてきており，その参加者についても，時間的な経
過とともに変化が生じていると考えられる。
1.3．本稿の構成 
本稿の構成について述べる。2節では，会員の社会的属性（「性別」「年齢」「職業」「農家／非
農家」「居住歴」）の変化をまとめる。次に，3節では，会員の社会的ネットワーク（「自治会・
町内会行事への参加の程度」「近所づきあいの程度」「NPO・ボランティア団体への加入の有無」）
の変化をまとめる。4節では，「びわこ豊穣の郷」の会員構成の変化をまとめる。5節では，会員
構成の変化と NPO経営の関係について考察を行う。
2．社会的属性による会員構成の変化
会員の社会的属性（「性別」「年齢」「職業」「農家／非農家」「居住歴」）についての経年比較を
以下に示す。
「性別」では，男性の割合が減少し，女性の割合が高くなってきている（図 1）。「びわこ豊穣
の郷」の前身である「豊穣の郷赤野井湾流域協議会」の設立当初においては，自治会・町内会を
通じて会員の募集が行われたことから，男性の割合が高くなっていたと考えられるが，2001 年
の「第 9回世界湖沼会議守山セッション」や 2003 年の「第 3回世界水フォーラム in守山」等を
通じて，幅広くボランティアの募集が行われたことから，それ以降においては，次第に，女性の
割合が高くなってきているものと考えられる。
表 2　「びわこ豊穣の郷」の略年表
年 活動の内容
1996 「豊穣の郷赤野井湾流域協議会」設立
1997 「水環境マップⅠ」作成
1998 「よりよい赤野井湾流域にする対策の提言書」作成
2001 「第 9回世界湖沼会議守山セッション」開催
2003 「第 3回世界水フォーラム in守山」への参加・協力
2004 NPO法人「びわこ豊穣の郷」発足，ほたるパーク＆ライド事業の開始
2005 いきづく湖沼ふれあいモデル事業（環境省）受託（2007 年まで）
2006 守山市立ほたるの森資料館の指定管理者に採択
2007 全国都市再生モデル調査（国土交通省）受託
2009 赤野井湾湖岸・小津袋クリーン大作戦の開始
2013 オオバナミズキンバイの除去活動の開始
2014 認定 NPO法人の取得
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「年齢」では，「50 ～ 59 歳」の割合が減少し，「70 歳以上」の割合が高くなってきている。一
定の入退会はあるものの，設立当時のメンバーが年齢を重ねることにより，会員構成は，全体的
に高齢層へとシフトしてきているものと考えられる（図 2）。
「職業」では，「農業，漁業」「会社員」の割合が減少し，「主婦／家事専業」「現在は働いてい
ない」の割合が高くなってきている（図 3）。「会社員」の割合の減少と「現在は働いていない」
の割合の増加については，設立当初のメンバーの高齢化（図 2を参照）によるものと考えられる。
一方，「農業，漁業」については，設立当初に自治会・町内会を通じて，入会した人たちが高齢
化等によって退会すること等により，その割合が減少してきているものと考えられる。「主婦／
家事専業」の割合の増加については，先に述べたイベント等を通じた会員募集により，これらの
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人たちが，新たに「びわこ豊穣の郷」に入会した結果であると考えられる。また，1999 年調査
から 2007 年調査の間においては，「パート・アルバイト，学生」の割合が増加しており，学生ボ
ランティアの入会によるものと考えられる。
「農家／非農家」の項目では，「農家」の割合が減少し，「非農家」の割合が高くなってきてい
る（図 4）。特に，2007 年調査から 2015 年調査の間においては，「農家」の割合が大きく減少し
てきている。職業における「農業，漁業」の割合の減少（図 3を参照）と同様に，設立当初のメ
ンバーの退会等によるものと考えられる *7。また，新たに入会した会員において，「非農家」の割
合が高く，相対的に「農家」の割合が減少していることも一因であると考えられる。
「居住歴」の項目では，「地付」「Uターン」「転入」「市外」の分類において，「地付」の割合が
減少し，「市外」の割合が高くなってきている（図 5）。「地付」の会員については，設立当初に
自治会・町内会を通じて，入会した人たちが多いと考えられ，それらの人たちが高齢化等により，
退会し，その割合が減少してきているものと考えられる。
*7　「職業」の項目においては，主な職業として「農業，漁業」を選択した会員の割合となっている（図
3を参照）が，「農家／非農家」の項目においては，農業専業以外の会員（兼業農家の会員）も含む割合
となっている（図 4を参照）ことから，「職業」の項目における「農業，漁業」に比べ，「農家／非農家」
の項目における「農家」の割合は，高くなっているものと考えられる。
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3．社会的ネットワークによる会員構成の変化
会員の社会的ネットワーク（「自治会・町内会行事への参加の程度」「近所づきあいの程度」「NPO・
ボランティア団体への加入の有無」）についての経年比較を以下に示す。
「自治会・町内会行事への参加の程度」では，1999 年調査と 2007 年調査の間においては，「ほ
とんどすべてに参加している」の割合が減少する一方，「関心に応じて参加している」「ほとんど
参加していない，いままで参加したことがない」の割合が高くなってきている（図 6）。2007 年
調査と 2015 年調査の間においては，「ほとんどすべてに参加している」の割合がやや減少し，「関
心に応じて参加している」の割合がやや増加しているが，1999 年調査と 2007 年調査の間に比べ，
その変化は比較的小さなものとなっている。
「近所づきあいの程度」では，1999 年調査と 2007 年調査の間においては，「相談事をするぐら
い親しくしている」「よく世間話をする」の割合が減少し，「たまに立ち話をする」「あいさつを
するだけ，ほとんど付き合っていない」の割合が高くなってきている（図 7）。「近所づきあいの
程度」の変化については，「自治会・町内会行事への参加の程度」の変化（図 6を参照）と同様
の理由によるものと考えられる。2007 年調査と 2015 年調査の間においては，「あいさつをする
だけ，ほとんど付き合っていない」の割合がやや増加しているものの，1999 年調査と 2007 年調
査の間に比べ，その変化は比較的小さなものとなっている。
一方，「NPO・ボランティア団体への加入の有無」では，「加入あり」の会員の割合が高くなっ
てきている（図 8）。職業の項目において，「主婦／家事専業」「現在は働いていない」の割合が
高くなってきており（図 3を参照），NPO・ボランティア団体の活動に時間を割くことができる
会員の割合が高くなってきていることも一因であると考えられる。
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4.「びわこ豊穣の郷」の会員構成の変化
「びわこ豊穣の郷」の会員構成の変化についてまとめを行う。
第 1に，「70 歳以上」「現在は働いていない」の会員の割合が増加している。現役世代の減少
と高齢化は，一貫する傾向となっており，会員構成は，全体的に高齢層へとシフトしてきてい
る *8。
第 2 に，「女性」「主婦／家事専業」「現在は働いていない」の会員の割合が増加している。こ
れまで，環境 NPOの参加者としては，「専業主婦的な女性」「退職者」「学生」や，現役世代では，
「公務員」「教員」「自営業者」等が想定されてきており（長谷川，2000：179-180），「びわこ豊穣
の郷」においても，現役世代では，「公務員，教員」の割合が高く，また，「主婦／家事専業」「現
在は働いていない」の割合は，一貫して増加の傾向が続いている。
第 3に，「農家」「地付」の会員の割合が一貫して減少するとともに，1999 年から 2007 年まで
の間においては，「自治会・町内会行事への参加の程度」「近所づきあいの程度」の高い会員の割
合が減少し，「NPO・ボランティア団体に加入している」とする会員の割合は一貫して増加して
きている。「びわこ豊穣の郷」においては，地縁的なネットワークの豊富な会員の割合が減少す
る一方で，選択縁的なネットワークを有する会員の割合が増加してきている *9。
「びわこ豊穣の郷」においては，経年変化でみると，1999 年から 2015 年までの間において継
続的に変化している項目と 1999 年から 2007 年までの間の一時的な変化にとどまる項目が確認で
きた（図 9）。1999 年から 2015 年までの間において継続的に変化している項目としては，「男性」
の割合の減少と「女性」の割合の増加，「50 ～ 59 歳」の割合の減少と「70 歳以上」の割合の増加，
「農業，漁業」「会社員」の割合の減少と「主婦／家事専業」「現在は働いていない」の割合の増加，
「農家」の割合の減少と「非農家」の割合の増加，「地付」の割合の減少と「市外」の割合の増加，
「NPO・ボランティア団体に加入している」とする会員の割合の増加があげられる。一方，1999
年から 2007 年までの間の一時的な変化にとどまる項目としては，「20 ～ 39 歳」の割合の増加，
「パート・アルバイト，学生」の割合の増加，「自治会・町内会行事への参加の程度」「近所づき
あいの程度」の高い会員の割合の減少があげられる。継続的に変化している項目と一時的な変化
にとどまる項目については，慎重な解釈が必要であることから，今後，より詳細な分析を進めて
いきたい。
*8　現役世代の減少と高齢化は，1999 年から 2015 年までの間において，一貫する傾向となっており，設
立当初のメンバーから次の世代へと活動を継承していくことが課題となっている。
*9　守山市においては，自治会・町内会を単位とした水環境保全活動が活発に行われており（山添他，
2003），「地付」の会員や地縁的なネットワークの豊富な会員は，そのような活動の担い手でもある（山
添他，2014）。「びわこ豊穣の郷」においては，これらの会員の割合が低下しているものの， 2009 年には，
上流下流の連携や自治会・町内会との連携を目的の 1つとして，「赤野井湾湖岸・小津袋クリーン大作戦」
に取り組んでおり，このような活動を通じて，「地付」の会員や地縁的なネットワークの豊富な会員が新
たに加入してきているものと考えられ，会員構成の変化については，より詳細な分析が必要である。
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5．考察―地域環境 NPOの会員構成と NPO経営
5.1．「びわこ豊穣の郷」の会員構成の変化と活動の変化
「びわこ豊穣の郷」の会員へのアンケート調査の経年比較の結果をもとに，会員構成の変化に
ついて検討を行おう。
「びわこ豊穣の郷」の会員構成においては，設立当初は，「男性」「農家」「地付」といった会員
や地縁的なネットワークの豊富な会員の割合が高くなっていた。また，活動においては，水質調
査や一斉清掃活動，市民への啓発や行政への提言など，ローカルな範囲を対象とした活動や直接
的・実践的な活動が重視されていた。その後，会員構成においては，「女性」「主婦／家事専業」「非
農家」「市外」といった会員や選択縁的なネットワークを有する会員の割合が増加し，活動にお
いては，国からの委託事業や守山市からの指定管理，他の NPO・ボランティア団体等との交流
や地域社会の多様な主体との連携など，ローカルな範囲にとどまらない活動や間接的・連携的な
活動へとその範囲を広げてきている。
「びわこ豊穣の郷」においては，NPOの活動の内容や方向性の変化に応じて，会員構成は変化し，
また，会員構成の変化に応じて NPOの活動の内容や方向性は変化しているものと考えられよう。
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図 9　「びわこ豊穣の郷」の会員構成の経年変化
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5.2．会員構成の変化と NPO経営・ボランティアマネジメント
地域環境 NPOにおいては，その会員構成と活動との対応を意識的に確認しながら，NPO経営
やボランティアマネジメントに取り組むことが必要であろう。例えば，活動の変化やボランティ
アの募集等を契機として，新たにメンバーが加入してきた場合には，会員構成と実際の活動とが
対応しているかどうかを確認することが必要であろうし，場合によっては，会員構成の変化に応
じて，新たな活動に取り組むことが必要となろう。一方，新たな活動に取り組む場合には，その
ような活動に対応できる会員構成となっているかどうかを検討することが必要であろうし，場合
によっては，そのような活動に対応できるメンバーを新たに募集することが必要となろう。
NPO経営・ボランティアマネジメントについては，既に多くの指摘が行われており，例えば，
桜井政成は，「ボランティアマネジメントにおいて，重要かつ中心的なプロセスとは，ボランティ
アを募集し，受け入れ，活動を継続させることである」（桜井，2005：144）とし，「組織側には
ボランティアへの理解を促し，またボランティアには，活動の意欲を引き出すなどの働きかけが
必要となる」としている（桜井，2005：144）。NPO経営・ボランティアマネジメントにおいては，
会員構成の変化と活動の変化とを架橋し，両者を適合させていくことが求められよう。
本稿では，「びわこ豊穣の郷」の会員の社会的属性と社会的ネットワークを取り上げ，その経
年比較をもとに，会員構成の変化についての予備的な考察を行った。今後，1999 年／ 2007 年／
2015 年という 3時点の経年比較をもとに，これまで検討を行ってきた「参加の規定要因」や「参
加の様態」についての分析を進めるとともに，フィールドワークやコアメンバーインタビューに
よる知見との統合を行い，会員構成の変化について，立体的に検討を進めていくことにしたい。
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